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研究成果の概要（和文）：本研究は、日韓間の賠償問題とそれに基づく分析課題を軸に、連合国が戦後安全保障のため
に負うコストの問題について、占領 ･ 復興経費負担と賠償問題の処理とを結び付けて検討を行った。また、単に分析
対象を二国間のみにとどめず、多国間の貿易・金融関係の再編を結びつけて考察すること、さらに、先行するヨーロッ
パの戦後処理をめぐる多国間関係の再編と、東アジア諸国・米国間の多国間関係の再編とを比較して考察することなど
、世界レベルで多元的に検討を行った。

研究成果の概要（英文）：This study focused on the cost the allied powers had owed in post-war 
international security. In this syudy, the central issue was Japanese-Korean reparation ploblem, as well 
as Japanese responsibility for occupation, recovery and compensation.
Our study analyzed this theme on the basis of not only bilateral but also world-wide and pluralistic 
viewpoint. We took up following topics; Firstly, the establishment of new international trade and 
monetary systems. Secondly, the precedent process of recovering international relationships in postwar 
Europe (especially, Germany, France & Italy). Finally, the rebuilding of multilateral relationships 
between East-Asian countries and US .

研究分野： 日本政治史
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１．研究開始当初の背景 
 
 近年、占領史研究に関わる新たな問題意識
が諸分野から提起され、地域としての戦後復
興と日独の戦争賠償という両問題を分離せ
ず、全体として構造的に解明する必要が指摘
されている。思想史の分野からは、戦前の日
本の帝国としてのアジア支配と戦後の「開
発」政策の人的連続の問題が指摘されること
で（酒井哲哉『近代日本の国際秩序論』岩波
書店 2007 年）、占領期の構造転換への関心が
高まっている。また、経済的手段によって独
立直後の国々の政治的安定をいかに実現す
るかという「開発」や「復興」の問題は、植
民地の清算によって共産主義の浸透を防止
し、自由主義的民主体制を安定させるという、
冷戦論理に基づいて行われた脱植民地化の
問題であったとの指摘も行われている。こう
した問題意識は、近年の海外の学者の指摘に
も共通している。アメリカのチャールズ•メ
アーは経済的手段を用いた政治体制安定の
ための政策と、その中での生産性の向上と開
発という経済政策がアメリカの冷戦戦略で
重要な位置を占めたことを指摘している
（ ”The Politics of Productivity: 
Foundations of American International 
Economic Policy after World War II,” 
International Organization, Vol.31 Issue 
4/Autumn 1977, pp.607-633）。また、ヨーロ
ッパ統合研究史においても、マーシャルプラ
ンによる経済復興と戦後処理問題が切り離
されてしまってきたが、戦争責任問題は単な
る国家倫理の問題ではなく、ヨーロッパ統合
やドイツの復興問題とともに論じられるべ
きであり、今まで欠落してきた研究課題とな
っているとの指摘がある（Hockerts, Hans 
Guenter, et. al.(eds.), Grenzen der 
Wiedergutmachung [ナチ不法に対する補償
の限界]，Goettingen:Wallstein Verlag, 2006)。 

 
 

２．研究の目的 
 
第二次世界大戦中の戦後計画の立案過程

で、連合国側は、武装解除され安全保障コス
トを負担しなくなる旧枢軸国が、かえって有
利に経済発展を進めかねない矛盾に直面し
た。懲罰的賠償放棄に代わって、「世界平和
維持費用」をいかに負担させるのかという問
題は、冷戦秩序下でも一貫して存在し続け、
政治と経済に跨がる特殊な日米関係を生み
出した。 
日米特殊関係の形成•変容過程について、

日米協力による旧植民地地域の開発と体制
安定をはかる戦略との構造的連関の中で、政
治経済史という新しい分析枠組みの構築を
めざしつつ、関係国の資料を渉猟し、実証可
能な課題を解明することが本研究の目的で
ある。政治経済史枠組みの構築においては、
東アジア地域への米国の関与と日本の役割

について、それをヨーロッパ地域形成におけ
る米国の関与とドイツの役割と比較する。新
規資料として、利用が進んでいない米国財務
省資料などを活用する。 

 
 

３．研究の方法 
 
本研究は、その研究目的から、国際関係史、

経済史、政治史などの多分野の研究者が集ま
ったことに加え、各自の調査対象地域が日本、
アジア、欧米の多岐にわたった。 
そこで、共同研究を円滑に進めるため、研

究目的に関連する資料に手掛かりを持つ研
究者を中心とする 3つの班を組織した（①「特
殊な日米関係の力学」、②「アジア地域開発
をめぐる特殊関係」、③「欧州統合による地
域形成とドイツの地域貢献」）。その上で、ア
メリカ、日本、ドイツ、台湾の資料を文字通
り渉猟し、班および全体での研究会を通じて
外部の専門家の知見を取り入れつつ、共同で
資料の検討と問題提起を繰り返すことで、具
体的論証を行った。 
また、資料実証研究を重視したことから、

共同研究者が、日本国内はもとより、アメリ
カ、台湾、ドイツ、オーストラリア各国の公
文書館・大学図書館等において資料の調査・
収集を行った。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究は、2013 年 10 月 27 日に新潟市で
行われた日本国際政治学会 2013 年度研究大
会の部会 15 を企画・実施した。テーマは、「第
二次大戦後の賠償問題と戦後秩序形成の新
視角」とし、研究分担者が報告を行い、分担
者および連携研究者がコメンテーターを務
めた。報告と討論のテーマは、「西ドイツに
おける賠償と復興」、「脱植民地化をめぐる帝
国的国際政治経済史としての賠償問題」、「日
華関係と賠償・経済協力」であった。 
また、2014 年 5 月 10 日には、前年度の学

会報告に加え、シンポジウム「戦後システム
の形成における日米特殊関係－東アジアと
ヨーロッパ－」（会場：名古屋大学）を開催
した。シンポジウムの中で、研究代表者・分
担者をはじめとする 14 名が、4 つのセッショ
ン（「大戦後のアジア地域の構造的再編」、「経
済金融改革における日米特殊関係の形成」、
「大戦後のヨーロッパ地域の構造的再編」、
「政治改革における日米特殊関係の形成」）
に分かれて研究報告を行い、一般参加者との
間で活発な質疑応答・議論が交わされた。 
そして、学会報告およびシンポジウムの成

果を踏まえ、2015 年 2 月 25 日に論文集「戦
後システムの形成における日米特殊関係－
東アジアとヨーロッパ－」（『名古屋大学法政
論集』第 260 号）を刊行した。なお、この論
文集の内容は、その成果を広く一般に発信す



るため、名古屋大学学術機関リポジトリ
（http://ir.nul.nagoya-u.ac.jp/jspui/）に PDF
を登録している。また、一部の論文 PDF に
ついては、「エビデンスを示す研究成果の公
表」を実現するため、カラー資料を添付した
ものになっている（図 1 参照）。 

 

図 1 名古屋大学学術機関リポジトリから 
「カラー・資料付き電子版」（PDF）の入手 
 
 
さらに、戦後構想を考える上で重要な資料

であることが指摘されながら、これまで十分
に活用されてこなかった Post World War I
I Foreign Policy Planning. State Depart
ment Records of Harley A. Notter, 1939-
1945（「ノッター文書」）および「木内信胤関
係文書」を入手し、名古屋大学法学研究科附
属法情報研究センター（JaLII）の協力を得
てデジタル・ファイル検索システムを作成し
た（図 2 参照）。同検索システムは、JaLII
のホームページにおいて公開している（木内
信胤関係文書は、http://jalii.law.nagoya-u.ac.
jp/project/jakiuchi、ノッター文書は、http:/
/jalii.law.nagoya-u.ac.jp/project/janotter）。 
なお、本研究を通じて作成したデジタル・

データに関しては、名古屋大学法学図書室内
のオフライン PC 上にて公開し、著作権や個
人情報保護等のコンプライアンスに十分配
慮しつつ、その成果を研究者や一般の方に広
く活用してもらえる環境を整備した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 木内信胤関係文書・ファイル検索用 
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